
 
 

平成２５年度予算概算要求に係る個別公共事業の評価書（空港整備事業） 

 

平成２５年１月２５日 国土交通省 

 

国土交通省政策評価基本計画（平成２４年９月７日改正）に基づき、個別公共事業についての新規事

業採択時評価を実施した。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律第１０条の規定に基づ

き作成するものである。 
 
１．個別公共事業評価の概要について 
（評価の対象） 

 国土交通省では、維持・管理に係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての所管公共事業を対象

として、事業の予算化の判断に資するための評価（新規事業採択時評価）、事業の継続又は中止の判断に

資するための評価（再評価）及び改善措置を実施するかどうか等の今後の対応の判断に資する評価（完

了後の事後評価）を行うこととしている。 
 新規事業採択時評価は、原則として事業費を予算化しようとする事業について実施し、再評価は、事

業採択後一定期間（直轄事業等は３年間。補助事業等は５年間）が経過した時点で未着工の事業及び事

業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業、社会経済情勢の急激な変化により再評価の

実施の必要が生じた事業等について実施する。また、完了後の事後評価は、事業完了後の一定期間（５

年以内）が経過した事業等について実施する。 
（評価の観点、分析手法） 
 国土交通省の各事業を所管する本省内部部局又は外局が、費用対効果分析を行うとともに事業特性に

応じて環境に与える影響や災害発生状況も含め、必要性・効率性・有効性等の観点から総合的に評価を

実施する。特に、再評価の際には、投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込み、コスト縮減等、

といった視点で事業の見直しを実施する。事業種別の評価項目等については別添１（評価の手法等）の

とおりである。 
（第三者の知見活用） 
 再評価及び完了後の事後評価にあたっては、学識経験者等から構成される事業評価監視委員会の意見

を聴くこととしている。また、直轄事業等の新規事業採択時評価においても、学識経験者等の第三者か

ら構成される委員会等の意見を聴くこととしている。 
 また、評価手法に関する事業種別間の整合性や評価指標の定量化等について公共事業評価手法研究委

員会において検討し、事業種別毎の評価手法の策定・改定について、評価手法研究委員会において意見

を聴くこととしている。 
 また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとしている

（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 

今回は、平成２５年度予算に係る評価として、空港整備事業１事業について、新規事業採択時評価を

実施した。担当大臣政務官は別紙、件数一覧は別添２、評価結果は別添３のとおりである。 

なお、個々の事業評価の詳細な内容については、以下のホームページに記載している。 
事業評価カルテ(http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/jghks/chart.htm) 

 事業評価関連リンク(http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/09_public_07.html) 
  



 
別紙 

 

 

担当大臣政務官は下表のとおり。 

 

 

 

 

事業種別 担当大臣政務官 

【公共事業関係費】 

空港整備事業 德田 毅 



＜評価の手法等＞

費　用 便　益

＜空港の新設、滑走
路の新設・延長等＞
・建設費
・用地費
・再投資費
＜精密進入の高カテ
ゴリー化等＞
・施設整備費
・施設更新費
・維持管理費

＜空港の新設、滑走路の新
設・延長等＞
・時間短縮効果
・費用低減効果
・供給者便益
＜精密進入の高カテゴリー化
等＞
・運航改善効果

・地域開発効果
・地元の調整状況

・航空旅客動
態調査
・航空輸送統
計年報

航空局

※費用便益分析に用いる便益の把握の方法
  
  
  消費者余剰法
      事業実施によって影響を受ける消費行動に関する需要曲線を推定し、事業実施により生じる
      消費者余剰の変化分を求める方法。

空港整備事業
（消費者余剰法）

事業名 評　価　項　目 評価を行う過
程において使
用した資料等

担当部局（　　　　）内は

方法を示す。
※

費　用　便　益　分　析 費用便益分析以外の主な評
価項目

別添１



【公共事業関係費】

新規事業採択箇所数

空港整備事業 直轄事業 1

合　　　　計 1

平成２５年度予算に向けた新規事業採択時評価について
（平成２５年１月時点）

事　　　業　　　区　　　分

別添２



【公共事業関係費】

【空港整備事業】
（直轄事業）

1,816 3,597 1,781 2.0

航空局
航空ネットワーク

部
空港施設課

(課長 池田 薫)

那覇空港滑走路増設事
業

沖縄総合事務局
大阪航空局

【内訳】
　利用者便益　　3,018億円
　（一般化費用削減効果
等）
　供給者便益　　   65億円
　（着陸料収入等）
　残存価値　　　 514億円
【主な根拠】
　需要予測結果：1,606万人
　（平成32年度供用開始
時）

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

・空港の混雑を解消し、定時性を確保することで、沖縄
訪問客の快適な旅行を支えるとともに、県民の生活の安
定も図られる。また、安定的な物流機能を確保。
・滑走路一本の状態で生じる航空機トラブル等による滑
走路閉鎖時にも、もう一本の滑走路により運用可能。
・需要増による利用者が希望便の予約を取れないといっ
た状況を改善することができる。
・滑走路の維持に必要な工事を行うための工事時間を確
保。
・災害時の移動手段機能が向上。
・国内・海外の他地域からの沖縄県入域客数の増加が期
待される。また、入域客数の増加は、沖縄県と他地域の
交流を活性化させるとともに、沖縄観光を促進させ、観
光消費の増大をもたらす。
・観光が促進されることにより、関連産業の雇用機会の
拡大、企業生産や地域所得の増大が期待される。
・離島等の振興にもつながることで、均衡のとれた国土
形成へ寄与する。

新規事業採択時評価結果一覧

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）

（平成２５年１月現在）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

別添３


